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主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は，原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

処分行政庁が原告に対し平成１８年２月２８日付けでした，原告の平成１４

年分，平成１５年分及び平成１６年分の所得税に係る各更正処分のうち，平成

１４年分の総所得金額２５４万０９６２円，納付すべき税額１３万８４００円

を超える各部分，平成１５年分の総所得金額３１５万１６０４円，納付すべき

税額１９万２８００円を超える各部分及び平成１６年分の総所得金額３１４万

５８１２円，納付すべき税額１８万４３００円を超える各部分並びに上記各年

分の所得税に係る過少申告加算税の各賦課決定処分を取り消す。

第２ 事案の概要

本件は，柔道整復師である原告が，平成１４年から平成１６年までの各年分

の所得税について，租税特別措置法２６条１項（社会保険診療報酬の所得計算

の特例）の適用を前提として同項所定の率の必要経費を控除して確定申告をし

たところ，処分行政庁から，柔道整復師は同項に規定する「医業又は歯科医業

を営む個人」に当たらないことを理由として各更正処分（以下「本件各更正処

分」という。）及び過少申告加算税の各賦課決定処分（以下，「本件各賦課決

定処分」といい，本件各更正処分と併せて「本件各処分」という。）を受けた

のを不服として，本件各更正処分のうち原告の各申告額を超える部分及び本件

各賦課決定処分の取消しを求めている事案である。

１ 関連法令の定め

(1) 租税特別措置法２６条１項

「医業又は歯科医業を営む個人」が，各年において，社会保険診療（同条

２項各号に掲げる給付（健康保険法その他の諸法律の規定に基づく療養，更
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生医療，養育医療，育成医療，療育又は医療の給付）又は医療，介護，助産

若しくはサービスをいう。後記(8)イを除き，以下同じ。）につき支払を受

けるべき金額を有する場合において当該支払を受けるべき金額が５０００万

円以下であるときは，その年分の事業所得の金額の計算上，当該社会保険診

療に係る費用として必要経費に算入する金額は，当該支払を受けるべき金額

の２５００万円以下の部分についてはその７２パーセント，２５００万円を

超え３０００万円以下の部分についてはその７０パーセント，３０００万円

を超え４０００万円以下の部分についてはその６２パーセント，４０００万

円を超え５０００万円以下の部分についてはその５７パーセントに相当する

金額の合計額とする（租税特別措置法２６条１項）。

(2) 所得税法１５５条２項

税務署長は，居住者の提出した青色申告書に係る年分の総所得金額，退職

所得金額若しくは山林所得金額又は純損失の金額の更正（不動産所得の金額，

事業所得の金額及び山林所得の金額以外の各種所得の金額の計算又は所得税

法６９条から７１条までの規定の適用について誤りがあったことのみに基因

するものを除く。）をする場合には，その更正に係る国税通則法第２８条２

項（更正通知書の記載事項）に規定する更正通知書にその更正の理由を附記

しなければならない（所得税法１５５条２項）。

(3) 所得税法施行令２０７条

ア 所得税法７３条１項に規定する医療費とは，医師又は歯科医師による診

療又は治療，治療又は療養に必要な医薬品の購入その他医療又はこれに関

連する人的役務の提供の対価のうち通常必要であると認められるものとし

て政令で定めるものをいう（同条２項）。

イ 上記アの所得税法７３条２項（医療費の範囲）に規定する政令で定める

対価は，次に掲げるものの対価のうち，その病状その他財務省令で定める

状況に応じて一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額とする
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（所得税法施行令２０７条）。

① 医師又は歯科医師による診療又は治療（１号）

② 治療又は療養に必要な医薬品の購入（２号）

③ 病院，診療所（これに準ずるものとして財務省令で定めるものを含

む。）又は助産所へ収容されるための人的役務の提供（３号）

④ あん摩マツサージ指圧師，はり師，きゆう師等に関する法律（昭和２

２年法律第２１７号。以下「あん摩師等法」という。）３条の２（名

簿）に規定する施術者（同法１２条の２第１項（医業類似行為を業とす

ることができる者）の規定に該当する者を含む。）又は柔道整復師法２

条１項（定義）に規定する柔道整復師による施術（４号）

⑤ 保健師，看護師又は准看護師による療養上の世話（５号）

⑥ 助産師による分べんの介助（６号）

(4) 柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）

ア 柔道整復師法において，「柔道整復師」とは，厚生労働大臣の免許を受

けて，柔道整復を業とする者をいい（同法２条１項），「施術所」とは，

柔道整復師が柔道整復の業務を行う場所をいう（同条２項）。

イ 医師である場合を除き，柔道整復師でなければ，業として柔道整復を行

ってはならない（同法１５条）。

ウ 柔道整復師は，外科手術を行い，又は薬品を投与し，若しくはその指示

をする等の行為をしてはならない（同法１６条）。

エ 柔道整復師は，医師の同意を得た場合のほか，脱臼又は骨折の患部に施

術をしてはならない。ただし，応急手当をする場合は，この限りでない

（同法１７条）。

(5) あん摩師等法（以下，柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）による

改正前のもの（題名・あん摩マツサージ指圧師，はり師，きゆう師，柔道整

復師等に関する法律）を「旧あん摩師等法」という。）
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ア あん摩師等法（現行）

(ア) 医師以外の者で，あん摩，マッサージ若しくは指圧，はり又はきゅ

うを業としようとする者は，それぞれ，あん摩マッサージ指圧師免許，

はり師免許又はきゅう師免許を受けなければならない（あん摩師等法１

条）。

(イ) 何人も，同法１条に掲げるものを除くほか，医業類似行為を業とし

てはならない。ただし，柔道整復を業とする場合については，柔道整復

師法の定めるところによる（同法１２条）。

(ウ) 旧あん摩師等法の公布の際引き続き３か月以上同法１条に掲げるも

の以外の医業類似行為を業としていた者であって，昭和３９年法律第１

２０号による改正前の旧あん摩師等法１９条１項の規定による届出をし

ていたものは，あん摩師等法１２条の規定にかかわらず，当該医業類似

行為を業とすることができる。ただし，その者が同法１条に規定する免

許（柔道整復師の免許を含む。）を有する場合は，この限りでない（同

法１２条の２第１項）。

イ 旧あん摩師等法

(ア) 医師以外の者で，あん摩，マッサージ若しくは指圧，はり，きゅう

又は柔道整復を業としようとする者は，それぞれ，あん摩マッサージ指

圧師免許，はり師免許，きゅう師免許又は柔道整復師免許を受けなけれ

ばならない（旧あん摩師等法１条）。

(イ) 何人も，同法１条に掲げるものを除くほか，医業類似行為を業とし

てはならない（同法１２条）。

(6) 医師法１７条

医師でなければ，医業をしてはならない（医師法１７条）。

(7) 医療法１条の２第１項

医療は，生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし，医師，歯科医師，薬剤
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師，看護師その他の医療の担い手と医療を受ける者との信頼関係に基づき，

及び医療を受ける者の心身の状況に応じて行われるとともに，その内容は，

単に治療のみならず，疾病の予防のための措置及びリハビリテーションを含

む良質かつ適切なものでなければならない（医療法１条の２第１項）。

(8) 地方税法（平成１９年法律第４号による改正前のもの。以下同じ。）

ア(ア) 個人の行う事業に対する事業税は，個人の行う第一種事業，第二種

事業及び第三種事業に対し，所得を課税標準として事務所又は事業所所

在の道府県において，その個人に課する（地方税法７２条の２第３項）。

(イ) 上記(ア)の「第三種事業」とは，次に掲げるものをいう（同条９

項）。

① 医業（１号）

② 歯科医業（２号）

③ 薬剤師業（３号）

④ 助産師業（４号）

⑤ あん摩，マッサージ又は指圧，はり，きゅう，柔道整復その他の医

業に類する事業（両眼の視力を喪失した者その他これに類する政令で

定める視力障害のある者が行うものを除く。）（５号）

⑥ 獣医業（６号）

⑦ 装蹄師業（７号）

⑧ 弁護士業（８号），司法書士業（９号），行政書士業（１０号），

公証人業（１１号），弁理士業（１２号），税理士業（１３号），公

認会計士業（１４号），計理士業（１５号）及び社会保険労務士業

（１５号の２）

⑨ コンサルタント業（１５号の３），設計監督者業（１６号），不動

産鑑定業（１６号の２），デザイン業（１６号の３）及び諸芸師匠業

（１７号）
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⑩ 理容業（１８号），美容業（１８号の２），クリーニング業（１９

号）及び公衆浴場業（政令で定める公衆浴場業を除く。２０号）

⑪ 上記①から⑩までに掲げる事業に類する事業で政令で定めるもの

イ 上記ア(イ)①から⑤まで（同条９項１号から５号まで）に掲げる事業を

行う個人が社会保険診療（同法７２条の２３第２項各号に掲げる給付（健

康保険法その他の諸法律の規定に基づく療養，更生医療，養育医療，育成

医療，療育又は医療の給付）又は医療，介護，助産若しくはサービス）に

つき支払を受けた金額は，総収入金額に算入せず，また，当該社会保険診

療に係る経費は，必要な経費に算入しない（地方税法７２条の４９の８第

１項ただし書）。

２ 前提事実（争いのない事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に

認められる事実）

(1) 昭和３１年に発出された通達（昭３１．１．２５直所２－８）（以下

「本

件通達」という。）には，租税特別措置法２６条に規定する「医業及び歯科

医業」とは，医師又は歯科医師による医業又は歯科医業をいうものであるか

ら，助産婦，あん摩師，はり師，きゅう師，柔道整復師等による助産婦業，

あん摩業，はり業，きゅう業，柔道整復業等は含まれないことに留意する旨

が記載されていたところ，同通達は，平成１２年に廃止された。（乙１１）

(2) 原告は，柔道整復師の免許を受け，遅くとも平成１２年５月ころから柔

道整復業を営んでいる者である。（弁論の全趣旨）

(3) 原告は，平成１４年分の所得税につき総所得金額２５４万０９６２円，

納付すべき税額１３万８４００円，平成１５年分の所得税につき総所得金額

３１５万１６０４円，納付すべき税額１９万２８００円，平成１６年分の所

得税につき総所得金額３１４万５８１２円，納付すべき税額１８万４３００

円（ただし，ここにいう平成１６年分の納付すべき税額は，予定納税額合計
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１２万８４００円を控除する前の金額（平成１６年分所得税更正通知書（甲

３）にいう<35>「申告納税額」）であり，予定納税額控除後の納付すべき税

額（同更正通知書にいう「確定納税額」のうちの<38>「納付すべき税額」）

は５万５９００円である。以下，後記(4)，(6)及び第３の６において，同年

分の所得税について「納付すべき税額」というときは，後者を指す。）とす

る各確定申告を各申告期限内に行った。

(4) 処分行政庁は，平成１８年２月２８日，別紙１「本件更正処分等の経

緯」の各年分「更正処分等」欄記載のとおり，本件各処分をした。その後の

異議申立て及び審査請求並びにこれらに対する決定及び裁決の経緯は，同別

紙記載のとおりである。（甲１ないし８）

(5) 原告は，平成１９年８月３日，本件訴訟を提起した。（顕著な事実）

(6) 本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の根拠及び計算は，別紙２「課

税の根拠及び計算」記載のとおりである。

３ 争点

(1) 原告（柔道整復師）が租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯科

医業を営む個人」に該当するかどうか（同項の適用の有無）。

(2) 本件各処分の理由附記に不備があるかどうか。

(3) 本件各処分は信義則に違反するかどうか。

(4) 本件各処分は憲法８４条の租税法律主義に反するかどうか。

(5) 本件各処分は憲法１４条の法の下の平等に違反するかどうか。

４ 争点に関する当事者の主張の要旨

(1) 原告（柔道整復師）が租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯科

医業を営む個人」に該当するかどうか（同項の適用の有無）（争点(1)）。

（被告の主張の要旨）

租税特別措置法２６条１項の特例は，従来行われていた医師及び歯科医師

の社会保険診療の収入による所得に対する課税上の取扱いを法制化したもの
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であり，上記特例にいう「医業又は歯科医業を営む個人」とは，医師及び歯

科医師並びに医師又は歯科医師を雇用して医業又は歯科医業を営む個人をい

うと解される。単に医師及び歯科医師と規定されなかったのは，医師又は歯

科医師でない無資格者であっても，開設地の都道府県知事の許可を受けて，

病院又は診療所を開設することができ（医療法７条１項），こうした病院又

は診療所も上記特例の対象とする必要があったためである。したがって，上

記特例は，柔道整復業を営む者には，適用されない。

原告は，柔道整復は医行為に該当し，これを業として行うことは「医業」

に当たる旨主張するが，柔道整復は医業類似行為に含まれ，医行為ではない。

（原告の主張の要旨）

租税特別措置法２６条１項には，柔道整復師を除外する旨の定めはない。

むしろ，柔道整復業の性質，あん摩師等法１条，１２条，柔道整復師法２条，

１５条，１７条及び医師法１７条の各趣旨，これまで行政庁により発出され

ている累次の通知の内容，所得税法施行令２０７条及び地方税法上，柔道整

復師と医師とが同じ取扱いをされていること等によれば，柔道整復師は医療

法１条の２にいう「その他の医療の担い手」に当たり，柔道整復を業とする

ことは，医業に当たるというべきである（特に，柔道整復師法の制定に際し，

あん摩師法において，柔道整復師は明らかに医業類似行為の主体から除外さ

れているのであり，同法の立法経過からも，柔道整復師が医業の主体として

位置付けられていることは明らかである。）。医師法１７条の解釈としても，

脱臼又は骨折の患部に対する柔道整復の施術を業として行うことは，同条に

いう「医業」の一部とみなされるとの厚生省の回答（乙１）がある。したが

って，柔道整復業を営む者は，上記特例にいう「医業又は歯科医業を営む個

人」に該当する。

(2) 本件各処分の理由附記に不備があるかどうか（争点(2)）。

（原告の主張の要旨）



9

本件各処分には，前記特例にいう「医業又は歯科医業を営む個人」を具体

的に定義する法律上の根拠及び柔道整復師がこれに該当しないとする法律上

の根拠が全く示されておらず，原告がこれらの点を明らかにするよう求めて

も，処分行政庁は一切回答しなかった。したがって，本件各処分は，所得税

法１５５条２項に違反する。

（被告の主張の要旨）

本件は，納税者と法的見解を異にすることを理由とする，いわゆる評価否

認の場合であり，本件各処分においては，本件特例を適用することができな

い理由として，原告が上記特例にいう「医業又は歯科医業を営む個人」に当

たらないと明示した上で，本件特例を適用しないで算定した事業所得の金額

を明示しているのであるから，処分理由の記載は十分に具体的であり，処分

行政庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という理由附記の制度の趣旨・目的

に照らし，その記載の程度に何ら欠けるところはないというべきである。

(3) 本件各処分は信義則に違反するかどうか（争点(3)）。

（原告の主張の要旨）

原告は，平成１２年分の確定申告の際，豊島税務署，所沢税務署及び東京

国税局税務相談室から，原告の問い合わせに対し，柔道整復師に租税特別措

置法２６条１項が適用される旨の回答を受け，その後も，同項の適用を前提

として確定申告をしてきたが，本件各処分の税務調査まで，何らの指導もな

く，従前の確定申告が是認されてきたのであるから，本件各処分は信義則に

反する。

（被告の主張の要旨）

信義則の法理の適用の是非については，税務官庁が納税者に対し信頼の対

象となる公的見解を表示したことにより，納税者がその表示を信頼してその

信頼に基づいて行動したところ，後に当該表示に反する課税処分が行われ，

そのために納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどうか
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等を考慮して判断すべきところ，本件では，税務官庁が原告に対し公的見解

を表示した事実はなく，また，申告額を超えて課税していない状況があった

としても，これによって税務官庁が公的見解を表示したことにならないこと

も明らかである。

(4) 本件各処分は憲法８４条の租税法律主義に反するかどうか（争点(4)）。

（原告の主張の要旨）

本件通達には，柔道整復師は医業及び歯科医業に含まれない旨の定めがあ

ったが，この通達は平成１２年に廃止されたのであるから，この通達を根拠

として租税特別措置法２６条１項を解釈することは，憲法８４条に違反する。

（被告の主張の要旨）

法令の解釈を示した通達の発出後，当該通達に示された解釈が長期間にわ

たり反復継続された結果，当該解釈が関係行政機関全体で統一されるに至っ

た場合には，行政の統一性の確保という通達発出の目的が達成されたことに

より，当該通達が廃止されることがあるが，この場合であっても，関係行政

機関は，当該通達の廃止後も，既に確立された統一的解釈を行うべきもので

ある。本件通達は，上記のとおり，その内容とする解釈が関係行政機関全体

で統一的に行われ，通達発出の目的が達成されたことにより，平成１２年に

廃止されたものである。

(5) 本件各処分は憲法１４条の法の下の平等に違反するかどうか（争点(5)）。

（原告の主張の要旨）

被告の解釈によれば，柔道整復師が医師を雇用し，その医師に柔道整復の

施術をさせたときは，前記特例が適用され，医師を雇用しない柔道整復師が

柔道整復の施術を施した場合には，同じ柔道整復の施術を施しているのに適

用されないという不平等が生じる。また，柔道整復師は医療従事者に関する

法体系の中に位置付けられ，法律上は医師と全く同格であるにもかかわらず，

前記特例の適用を受けられないのは，合理性がなく，憲法１４条に違反する。
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第３ 争点に対する判断

１ 争点(1)（租税特別措置法２６条１項の適用の有無）について

(1) 被告は，租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯科医業を営む個

人」とは，医師及び歯科医師並びに医師又は歯科医師を雇用して医業又は歯

科医業を営む個人をいい，柔道整復の施術は，医業類似行為に含まれるので

あるから，柔道整復師はこれに含まれない旨主張する。

これに対し，原告は，柔道整復は，本来，医業に当たり，医師でなければ

業として行ってはならないものであるが，法律に特別の定めがあるため，医

師でない者が行うことが許されるとの見解を前提として，柔道整復師は「医

業又は歯科医業を営む個人」に当たる旨主張する。

そこで，以下，租税特別措置法２６条１項の特例規定の立法趣旨（後記

(2)及び(3)），関係法律上の「医業」及び「医業類似行為」の概念との関係

（後記(4)）について，順次検討する。

(2) 前記前提事実，証拠（乙３，５，１０ないし１４）及び弁論の全趣旨に

よれば，租税特別措置法２６条１項の特例規定の制定過程及び制定後の運用

について，以下の事実が認められる。

ア 昭和２６年，医師の社会保険診療報酬の単価の引上げを求める要望があ

ったことから，昭和２６年及び昭和２７年分の所得税については，国税庁

の運用上の特別措置として，医師の社会保険診療報酬の所得率（収入に対

する所得の割合）を一律に３０パーセント（状況によっては３５パーセン

ト）とする取扱いがとられた（乙５）。

イ 昭和２８年には，上記アの運用上の特別措置はとられなかったが，昭和

２９年の第２０回国会で，租税特別措置法が改正され，改正後の同法２６

条１項において，医業又は歯科医業を営む個人が，各年において，所定の

支払を受けるべき金額がある場合において，その年分の医療等に係る経費

として必要な経費に算入する金額は，当該支払を受けるべき金額の７２パ
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ーセントに相当する金額とする旨の特例が定められた（乙５）。

ウ 上記イの租税特別措置法２６条１項の特例規定の制定過程（国会審議）

において，政府委員からは，同規定は，従来国税庁が行っていた上記アの

運用上の特別措置を法制化したものである旨の説明がされた（乙３）。

そして，昭和３０年に公刊された当時の国税庁所得税課の職員の執筆に

係る同規定の解説には，(ａ)同規定は，本来は医師又は歯科医師を対象と

して設けられたものであるが，医師又は歯科医師ではないが医師又は歯科

医師を雇用して医業又は歯科医業を行う者も併せて対象とする必要があっ

たため，「医業又は歯科医業を営む個人」という文言になったとの説明に

加え，(ｂ)したがって，同規定は，医師若しくは歯科医師又は医師若しく

は歯科医師を雇用して医業若しくは歯科医業を行う者に限り適用され，助

産婦や柔道整復師には適用されない旨の解釈が記載されていた（乙５）。

エ 昭和３１年には，租税特別措置法２６条１項の適用対象である「医業又

は歯科医業」の範囲について，国税庁長官により，本件通達が発出された。

同項の規定の解釈に関する本件通達の内容は，上記ウ(ｂ)と同旨であった

（乙１１）。

オ 本件通達は，平成１２年に廃止されたが，その後も，平成１５年に公刊

された東京国税局の職員の執筆に係る同規定の解説には，本件通達及び上

記ウの解説と同旨の説明が記載されている（乙１３）。

(3) そして，上記(2)の認定に係る租税特別措置法２６条１項が医師に対する

国税庁の運用上の特別措置を法制化した特例規定であるという制定の趣旨・

沿革，同規定の文言の立案の経緯，同規定の制定当時の国税庁の解釈及び同

規定の制定後の運用を踏まえると，租税特別措置法２６条１項にいう「医業

又は歯科医業を行う者」とは，同規定の立法趣旨に沿った解釈としては，医

師若しくは歯科医師又は医師若しくは歯科医師を雇用して医業若しくは歯科

医業を行う者をいうものであり，柔道整復師はこれに含まれないと解するの
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が相当である。

(4) 次に，この点に関し，関係法律上の「医業」及び「医業類似行為」の概

念との関係について検討する。

ア 医師法１７条は，医師でなければ医業をしてはならないと定めていると

ころ，ここにいう「医業」とは，反復継続する意思で医行為を行うことを

いい（大審院大正５年２月５日判決・刑録２２輯１０９頁参照），医行為

とは，人の疾病の診療を目的とする行為であって，医師の医学的判断及び

技術をもってするのでなければ人体に危害を及ぼすおそれのある行為をい

うと解するのが相当である（最高裁昭和３０年５月２４日第三小法廷判決

・刑集９巻７号１０９３頁，同昭和３４年７月８日大法廷判決・刑集１３

巻７号１１３２頁参照。なお，乙６参照）。

これに対し，柔道整復とは，打撲，捻挫，脱臼，骨折等に対して，応急

的又は医療補助的方法により，その回復を図る施術をいうものと解される

(乙６参照)ところ，これらの措置の一部に上記医行為に重複するものがあ

り得るとしても，柔道整復師による施術は，医師とはその資格・技能を異

にしている以上，上記措置の限られた一部が重複することから直ちに，柔

道整復が上記医行為と一般的に同質のものであるということはできない。

イ そして，あん摩師等法１２条は，本文において，何人も医業類似行為を

業としてはならないとの原則を定めた上で，その例外として，同法１条に

掲げるあん摩マッサージ指圧師免許，はり師免許又はきゅう師免許を受け

ている場合を挙げるとともに，ただし書において，柔道整復を業とする場

合については，柔道整復師法の定めるところによると定めている。また，

あん摩師等法１２条の２も，ただし書において，例外的に同法の公布前か

ら引き続き医業類似行為を業とすることができる者として，柔道整復師の

免許を有する者を，あん摩マッサージ指圧師，はり師又はきゅう師の免許

を有する者と並列して掲げている。
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上記の各規定の文言・内容によれば，あん摩師等法１２条及び１２条の

２は，柔道整復が，あん摩，マッサージ，指圧，はり及びきゅうと同様に，

医業類似行為に含まれることを前提とした上で，医業類似行為としての柔

道整復を業として行うことの一般的な禁止の例外として，柔道整復師の免

許を有する場合その他の柔道整復師法の定めによる場合を掲げているもの

と解するのが相当である（後記エのとおり，同法による改正後，あん摩師

等法１２条の文言上，ただし書の規定形式が採られたことにより，そのこ

とはより明らかになったものといえる。なお，上記改正前の旧あん摩師等

法における同条につき，最高裁昭和３９年５月７日第一小法廷判決・刑集

１８巻４号１４４頁も，同条の文言上，柔道整復が医業類似行為の例示と

解し得ることに言及している。）。

ウ 上記ア及びイに検討したところにかんがみると，関係法律の体系上，柔

道整復は，医行為としての医業でなく，医業類似行為として位置付けられ

ており（後記(6)オのとおり，地方税法７２条の２第９項５号も，柔道整

復をあん摩，マッサージ，指圧，はり及びきゅうとともに「医業に類する

事業」の例示として掲げている。），その主体である柔道整復師も，医業

の主体である医師とは異なる位置付けをされていると解するのが相当であ

る。現に，衆議院議員の質問趣意書に対する内閣総理大臣の平成１８年５

月２３日付け答弁書においても，政府見解として，あん摩師等法及び柔道

整復師法に定める柔道整復は，あん摩，マッサージ，指圧，はり及びきゅ

うと同様に，医業類似行為であるとの解釈が明確に示されており（乙１８

の１・２），この政府見解の解釈も，上記と同様の趣旨によるものと解さ

れる。

エ これに対し，原告は，柔道整復師法の制定に際し，あん摩師法において，

柔道整復師は明らかに医業類似行為の主体から除外されているのであり，

同法の立法経過からも，柔道整復師が医業の主体として位置付けられてい
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ることは明らかである旨主張する。

しかしながら，前記のとおり，あん摩師等法が，１２条本文において医

業類似行為の禁止の原則を定める一方で，柔道整復師法の制定に伴う改正

により設けられた１２条ただし書及び１２条の２ただし書において，その

例外として柔道整復師の業務について明示的に規定していることによれば，

柔道整復師法の制定後も，柔道整復師の業務は，法形式上はあん摩師等法

とは別の単行法しての柔道整復師法によって規制されることになったが，

その医業類似行為としての位置付け及び規制の内容は，同法の制定の前後

を通じて何ら変わりがないと解するのが相当であり，柔道整復師の業務が

医業類似行為として位置付けられることは，同法の制定後のあん摩師等法

１２条において上記ただし書の規定形式が採られたことによって，むしろ

より明らかになったものということができる。そして，このことは，柔道

整復師法の制定に際して，医療法，医師法等の医業に関連する諸規定につ

いて何らの手当もされていないこと（例えば，柔道整復師法２４条には，

柔道整復師の広告の制限が定められているが，「医業」の広告に関する医

療法６条の５には，医業が専ら医師によって行われるものであることを前

提とした規制が定められており（同条１項１号等），同条において柔道整

復師の広告については何ら言及されていない。）からも容易にうかがわれ

るというべきである。以上によれば，柔道整復師法の立法経過から柔道整

復師が医業の主体として位置付けられていることが明らかである旨の原告

の上記主張は，関係法律の解釈として到底採り得ないものといわざるを得

ない。

(5) そうすると，柔道整復は医業類似行為に当たり，柔道整復師は医業類似

行為を行う者というべきであるから，柔道整復師が租税特別措置法２６条１

項にいう「医業又は歯科医業を行う個人」に含まれないとの上記(3)の立法

趣旨に沿った解釈は，関係法律上の「医業」及び「医業類似行為」の概念と
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も整合する相当なものであるということができる。

(6)ア これに対し，原告は，すべての医業類似行為は一切許容されないもの

であることを前提として，柔道整復業が，あん摩，マッサージ，指圧，は

り及びきゅうの各業と同様に法律によって許容されていることは，これら

の施術が医療類似行為に該当しないことの証左である旨主張し，甲２２の

意見書には，これに沿う部分がある。しかしながら，上記(4)のとおり，

あん摩師等法の規定（旧規定を含む。）は，柔道整復が，あん摩，マッサ

ージ，指圧，はり及びきゅうと同様に，医業類似行為に含まれることを前

提とした上で，医業類似行為を業とすることの一般的な禁止に対する法律

の定めによる例外として，同法又は柔道整復師法の定めにより柔道整復業

が許容される場合を規定しているものと解されるので，上記主張は理由が

ない。

なお，原告は，医業類似行為の概念等につき，①最高裁３５年１月２７

日大法廷判決・刑集１４巻１号３３頁，②同判決に関する厚生省（当時）

医務局長の各都道府県知事あて通知（昭和３５年医発２４７の１「いわゆ

る無届医業類似行為業に関する最高裁判所の判決について」。乙２），③

厚生省職員の執筆に係る文献（甲９，１０）の記載内容をその主張の根拠

として挙げるが，上記①の最高裁判決は，旧あん摩師等法１２条が，同条

１項に掲げるものを除くほか，医業類似行為を業としてはならないと規定

していること及びその理由（当該業務行為が人の健康に害を及ぼすおそれ

と公共の福祉）を，同条違反行為の処罰の適法性に関する判断の中で説示

しており，これは，前掲最高裁昭和３９年５月７日第一小法廷判決と同様，

柔道整復業も医業類似行為に含まれ，同法の定める要件の下で許容されて

いることを前提とする趣旨であると解することができ，上記②の通知も，

その内容にかんがみ，同旨のものと解されるし，上記③の文献は，法に定

める要件を有する者以外の者による医業類似行為を禁止した趣旨を説明す
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る（甲１０の９２頁等）とともに，このように法令上禁止される狭義の医

業類似行為について論ずるなど，全体として，あん摩師等法１２条等（旧

規定を含む。）の規範の前提として広義の医業類似行為（特に法令上許容

される医業類似行為）に柔道整復が含まれることと整合的に解し得るもの

といえる（甲１０の９７，９８頁参照）ので，いずれも，上記(4)の判断

を左右するに足りるものとは解されない。

イ 原告は，柔道整復師法１５条が，医師である場合を除き，柔道整復師で

なければ業として柔道整復を行ってはならない旨定め，同法１７条が，柔

道整復師は，医師の同意を得た場合のほか，脱臼又は骨折の患部に施術し

てはならないが，応急手当をする場合はこの限りでない旨定めていること

から，柔道整復師は医師の業務の一部を行うことができるとして，柔道整

復師が行う業務は医業の一部である旨主張し，その根拠として，昭和２５

年２月１６日付け厚生省医務課長の山形県知事あて回答（昭和２５年医収

第９７号。乙１）に，脱臼又は骨折の患部に対する柔道整復の施術を業と

して行うことは「理論上医師法第１７条に所謂「医業」の一部と看做され

る」旨の記載があることを指摘する。

しかしながら，乙１によれば，上記回答は，当時の旧あん摩師等法（当

時の題名は「あん摩，はり，きゅう，柔道整復等営業法」）５条（現行の

柔道整復師法１７条に相当）が，あん摩師及び柔道整復師が原則として医

師の同意を得た場合のほか脱臼又は骨折の患部に施術をしてはならないと

定めていることを踏まえて，医師の免許を受けずに柔道整復を業としてい

る者が業として脱臼又は骨折の患部に施術をした場合には，医師法１７条

違反として処罰すべきか，当時の旧あん摩師等法１条違反として処罰すべ

きかという照会に対する回答である。上記の場合，脱臼又は骨折の患部に

対する措置が，医師により医行為として行われる場合と，柔道整復師によ

り柔道整復の施術として行われる場合の双方があり得ることから，その意
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味では，両者の各措置の内容の一部が重複することはあり得るところであ

るが，そうであるとしても，前記(4)アで検討したところに加え，当該患

部への柔道整復の施術の適応に医師の同意又は応急手当を要件とする制限

が課せられていることからもうかがわれるように，柔道整復による施術は，

医師とはその資格・技能を異にしている以上，医行為とは性質を異にする

ものであり，当時の旧あん摩師等法５条及び柔道整復師法１７条の各規定

も，上記のとおり当該患部への柔道整復の施術が例外的に許容される場合

の要件を定めたものにすぎず，柔道整復師法１５条の規定を含め，柔道整

復師が医業類似行為としての施術の範囲を超えて医行為を行うことまで許

容するものとは解されない。上記回答も，こうした理解を前提とした上で，

免許を受けないで柔道整復を業とする者が業として脱臼又は骨折に対する

施術を行った場合，理論上，その施術が医師法１７条に違反し同法の処罰

規定の構成要件に該当するものと構成することもできる旨を述べた上で，

当該場合には，当時の旧あん摩師等法違反として処罰されるべきことを回

答したにとどまるものと解されるのであり，柔道整復が一般的に医行為に

当たる旨を述べたものとみることはできない。したがって，上記回答は，

関係法律の体系において柔道整復が医業類似行為として位置付けられると

の上記(4)の判断を左右するものとは解されない。

ウ 原告は，柔道整復師は，医療法１条の２にいう「その他の医療の担い

手」に含まれるから，柔道整復が医行為に当たる旨主張するが，上記イの

とおり，柔道整復師が柔道整復師法１７条の要件（医師の同意又は応急手

当）を満たす場合に，例外的に，医師による医行為と重複する内容の施術

（脱臼・骨折の患部への施術）が許容されるとしても，そのことから，柔

道整復が一般的に医行為に当たるということはできず，上記(4)のとおり，

あん摩師等法（旧規定を含む。）及び柔道整復師法等の定め，柔道整復の

施術の性質・内容等によれば，柔道整復は医業類似行為に当たると解する
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のが相当であるから，上記主張は採用することができない。

エ 原告は，所得税法施行令２０７条が，医療費の範囲について，柔道整復

師による施術の対価を掲げ，かつ，その施術と医師又は歯科医師による診

療又は治療とで同じ取扱いを定めていることから，柔道整復業は医業に当

たる旨主張する。

しかしながら，同条４号が，柔道整復師による施術のみならず，あん摩

マッサージ指圧師，はり師及びきゅう師による施術を併せて列記し，かつ，

あん摩師等法１２条の２により「医業類似行為を業とすることができる

者」による施術を含む旨を明記していること，同条３号が病院，診療所等

又は助産所へ収容されるための人的役務の提供の対価を，同条５号が保健

師，看護師又は准看護師による療養上の世話の対価を，同条６号が助産師

による分べんの介助を対象としていること等にかんがみると，上記所得税

法施行令２０７条の定めは，医業の対価に加え，医業類似行為の対価を広

く対象とし，医療に関連する行為以外の行為の対価も一定の範囲で対象に

含めた上で，これらを包括的に所得控除の対象として規定したものという

ことができるので，同条の定めの存在及び内容は，柔道整復が医業類似行

為に当たるとの上記判断を左右するものではなく，むしろこれと整合する

ものというべきである。

オ 原告は，地方税法（平成１９年法律第４号による改正前）７２条の２第

３項，第９項及び７２条の４９の８も，同様に，柔道整復師による施術と

医師又は歯科医師による診療又は治療とで同じ取扱いをしていることから，

柔道整復業は医業に当たる旨主張する。しかしながら，同法７２条の２第

９項が，５号において，柔道整復をあん摩，マッサージ，指圧，はり及び

きゅうとともに「医業に類する事業」の例示として明記するとともに，他

の各号において，医業のみならず，医業以外の多種多様な事業を列挙して

いることに照らすと，同法の上記定めの存在及び内容も，柔道整復が医業
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類似行為に当たるとの上記判断を左右するものではなく，むしろこれと整

合するものというべきである。

カ 原告は，仮にあん摩，マッサージ若しくは指圧，はり又はきゅうが医行

為に含まれないとすると，医師がそれを行った場合，それによる収入は，

医師の社会保険診療報酬の所得計算の特例の適用外としなければならない

が，そのような取扱いはされていない旨主張する。

しかしながら，仮に，医師が，治療目的で，あん摩，マッサージ若しく

は指圧，はり又はきゅうを行った場合には，それは，当該医師による医行

為の一環とみることができ，上記特例の適用を受けるものと解されるので，

所論は理由がない。

キ 原告のその余の主張も，租税特別措置法２６条１項の解釈に関する上記

(3)及び(4)の判断を左右するに足りるものとは解されない。

(7) 以上によれば，柔道整復は医業類似行為に当たるものであって，これを

業として行うことが医業に当たるということはできず，したがって，柔道整

復師は，医業類似行為を行う者であって，租税特別措置法２６条１項にいう

「医業又は歯科医業を営む個人」に当たるということはできない。

２ 争点(2)（理由附記の不備の有無）について

(1) 原告は，本件各処分には租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯

科医業を営む個人」を具体的に定義する法律上の根拠及び柔道整復師がこれ

に該当しないことの法律上の根拠を全く示さず，原告がこれらの点を明らか

にするよう処分行政庁に求めても一切回答がなかったことが，更正通知書に

更正の理由を附記すべき旨を定めた所得税法１５５条２項に違反する旨主張

する。

(2) ところで，同項が青色申告書に係る所得税について更正をする場合の更

正通知書に更正の理由を附記すべきものとしているのは，青色申告に係る所

得の計算については，それが法定の帳簿組織による正当な記載に基づくもの
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である以上，その帳簿の記載を無視して更正されることがないことを納税者

に保障した趣旨にかんがみ，課税庁の判断の慎重，合理性を担保してその恣

意を抑制するとともに，更正の理由を相手方に知らせて不服申立ての便宜を

与える趣旨に出たものというべきである。したがって，帳簿書類の記載自体

を否認して更正をする場合には，更正をした根拠を帳簿記載以上に信ぴょう

力のある資料を摘示することによって具体的に明示することを要するが，帳

簿書類の記載自体を否認することなく更正をする場合には，納税者による帳

簿書類の記載を覆すものではないから，そのような資料の摘示は必ずしも必

要がなく，更正の根拠を課税庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という理由

付記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限り，所

得税法の要求する更正理由の附記として欠けるところはないというべきであ

る（最高裁昭和６０年４月２３日第三小法廷判決・民集３９巻３号８５０頁

参照）。

(3) これを本件各処分について検討するに，証拠（甲１から３まで）及び弁

論の全趣旨によれば，本件各処分は，柔道整復師が租税特別措置法２６条１

項にいう「医業又は歯科医業を営む個人」に含まれないとの法的評価に基づ

き，原告の所得から控除されるべき費用額を算定したものであるから，原告

の帳簿書類の記載自体を否認してされたものではないので，帳簿記載以上に

信ぴょう力のある資料の摘示は必要とされないというべきである。そして，

本件各処分に係る各通知書には，いずれも，更正の理由として，「あなたは，

租税特別措置法第２６条(社会保険診療報酬の所得計算の特例)第１項に規定

する医業又は歯科医業を営む個人には当たらないため，租税特別措置法第２

６条第１項の適用はありませんので更正します。したがって，平成（略）年

分の事業所得の金額は，租税特別措置法第２６条第１項の規定を適用しない

で計算した（略）円となります。」と記載されていた（甲１から３まで）の

であり，同各通知書に，このように判断した法令解釈の根拠が示されなかっ
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たとしても，それだけで上記理由附記制度の趣旨目的が損なわれたというこ

とはできず，本件各処分に係る各通知書の理由の記載は，課税庁の恣意抑制

及び不服申立ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に理由

を具体的に示したものといえるから，その理由の記載に所得税法の要求する

更正理由の附記として欠けるところはないというべきである。

３ 争点(3)（信義則違反の有無）について

(1) 原告は，原告の平成１２年分の確定申告の際，豊島税務署，所沢税務署

及び東京国税局税務相談室から，原告の問い合わせに対し，柔道整復師に租

税特別措置法２６条１項が適用される旨の回答を受け，その後も，同項の適

用を前提として確定申告をしてきたが，本件各処分の税務調査まで，何らの

指導もなく，従前の確定申告が是認されてきたのであるから，本件各処分は，

信義則に違反する旨主張する。

(2) しかしながら，信義則の法理の適用により，租税法規に適合する課税処

分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても，それは，

租税法規の適用における納税者間の平等，公平という要請を犠牲にしてもな

お当該課税処分に係る課税を免れさせて納税者の信頼を保護しなければ正義

に反するといえるような特別な事情が存する場合に，初めて同法理の適用の

是非を考えるべきものである。そして，かかる特別な事情が存するかどうか

の判断に当たっては，少なくとも，税務官庁が納税者に対し信頼の対象とな

る公的見解を表示したことにより，納税者がその表示を信頼しその信頼に基

づいて行動したところ，後にその表示に反する課税処分が行われ，そのため

に納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどうか，また，

納税者が税務官庁の当該表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことにつ

いて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうかという点の考慮が不可欠で

ある（最高裁昭和６２年１０月３０日第三小法廷判決・集民１５２号９３頁

参照）。
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(3) これを本件についてみるに，特定の税務官庁が原告に対し柔道整復師が

租税特別措置法２６条１項の適用を受ける旨の解釈を当該官庁の公式の見解

として示す正式の回答をした事実を認めるに足りる的確な証拠はなく，また，

平成１２年分及び１３年分の原告の所得税につき，同項の適用を前提とした

確定申告に対し，原告が主張するように処分行政庁から指導がなかったとし

ても，積極的に是正の措置をとらなかったにとどまるのであって，これをも

って，納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示した場合に当たるとい

うことはできない。また，原告が，柔道整復師が租税特別措置法２６条１項

の適用を受けるものと誤信したとしても，その信頼に基づいて行った原告の

行動は，租税法規を正当に適用した場合の税額を下回る額の所得税を納付し

たにすぎないのであって，そのことによって，原告が経済的不利益を被った

と評価することはできない。

したがって，本件において，原告に本件各処分による課税を免れさせてそ

の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別な事情の存在は認

められず，信義則の法理の適用により本件各処分の違法を論ずることはでき

ないというべきである。

４ 争点(4)（憲法８４条（租税法律主義）違反の有無）について

(1) 原告は，租税特別措置法２６条１項に規定する医業に柔道整復業が含ま

れないとしていた本件通達が平成１２年に廃止されているから，この通達を

根拠として同項の規定を解釈することは，憲法８４条に違反する旨主張する。

(2) 憲法８４条は，「あらたに租税を課し，又は現行の租税を変更するには，

法律又は法律の定める条件によることを必要とする」と規定し，いわゆる租

税法律主義を定めている。この租税法律主義は，法律の根拠に基づくことな

しには，国家は租税を賦課徴収することはできず，国民は租税の納付を要求

されないということを意味し，課税が法律に基づいて行われることを要求す

るものであるから，課税庁が法律の解釈につき通達を発出したとしても，当
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該通達自体が法規の性質を有するものとして課税の根拠になるものではなく，

また，課税庁が当該通達を廃止したとしても，当該通達に係る解釈に影響を

及ぼし得る関係法律の改廃又は社会事情の変更がなく，当該解釈が引き続き

課税の根拠となる法律の解釈として相当と認められるものであれば，その廃

止によって当該解釈に係る法律の根拠が失われるものではなく，憲法８４条

違反の問題が生ずるものでもない。

(3) これを本件についてみると，前記１(2)及び(3)によれば，本件通達が租

税特別措置法２６条１項に規定する医業に柔道整復業が含まれないとしてい

たのは，前記１(2)ないし(4)の説示に係る立法の趣旨・経緯等及び関係法律

の規定等を根拠として導かれる租税特別措置法２６条１項の解釈を確認的に

関係機関に示達したものと解されるのであって，本件通達自体が法規の性質

を有するものとして課税の根拠になるものではなく，本件通達の存在によっ

て初めて上記解釈に基づく取扱いが許容されるわけではない。

そして，前記１(3)及び(4)のとおり，本件通達発出後の柔道整復師法の制

定及びこれに伴うあん摩師等法の改正も，柔道整復の法的性格など租税特別

措置法２６条１項の解釈に影響を及ぼし得るものではなく，他にその前後を

通じて同項の解釈に影響を及ぼし得る関係法律の改廃又は社会事情の変更は

見受けられず，当該解釈が引き続き同項の解釈として相当と認められる以上，

本件通達の改廃の有無にかかわらず，本件通達に示された同項の解釈は引き

続き法律上の根拠に基づくものであるというべきである。現に，前記１(2)

オのとおり，本件通達の廃止後も，東京国税局の職員の執筆に係る同規定の

解説の文献には，本件通達と同旨の説明が記載されており（前記１(4)ウの

とおり，本件通達の廃止後も，その前提となる柔道整復が医業類似行為であ

るとの解釈は，質問趣意書への答弁書の中で政府見解として明記されてい

る。），このことからも，本件通達に示された同項の解釈が本件通達の廃止

後も税務当局の公的見解として維持されていることが推認されるということ
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ができる。

したがって，本件通達の廃止後も，同通達に示された租税特別措置法２６

条１項の解釈は引き続き法律上の根拠に基づくものということができるから，

その解釈に基づいて課税を行うことが憲法８４条に違反するということはで

きない。

(4) なお，原告は，原告が複数の税務署に対し，電話で照会したところ，職

員から本件通達と異なる内容の回答がされており，同通達による解釈又は取

扱いが同通達の廃止後は維持されていない旨主張し，甲１６及び２３には，

これに沿う部分がある。

しかしながら，前記１(2)オのとおり，本件通達が廃止された後も，東京

国税局の職員の執筆に係る同規定の解説の文献には，同通達と同旨の説明が

記載されており，逆に税務当局の職員の執筆に係る文献で同通達と異なる解

釈を明示したものが発表された形跡は窺われず，甲１６及び２３によっても，

税務当局の公的見解として同通達と異なる解釈が正式に示された事実の存在

を認めるには足りないので，上記主張も，上記の判断を左右するに足りるも

のではない。

(5) また，原告は，租税特別措置法２６条１項に「医業」の定義規定がない

ことを論難するが，上記１(4)のとおり，柔道整復があん摩，マッサージ，

指圧，はり及びきゅうと同様に医業類似行為であることは，あん摩師等法及

び柔道整復師法等の関係法律の規定から導かれる解釈として十分に明確に読

み取れるものというべきであり，同法が殊更に「医業」の定義を明文で規定

していないことをもって租税法律主義に反するものということはできない。

５ 争点(5)（憲法１４条（法の下の平等）違反の有無）について

(1) 原告は，柔道整復師は医療従事者に関する法体系の中に位置付けられ，

法律上は医師と全く同格であるにもかかわらず，前記特例の適用を受けられ

ないのは，合理性がなく，憲法１４条に違反する旨主張する。しかしながら，
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前記１(4)ウのとおり，医師による医業としての医行為と柔道整復師による

医業類似行為としての施術は，その性質を異にし，関係法律上も異なる位置

付けがされているので，税法上もその取扱いを異にすることには合理性があ

るというべきであるから，原告の主張は理由がない。

(2) また，原告は，被告の解釈によれば，柔道整復師が医師を雇用し，その

医師に柔道整復の施術をさせた場合と，医師を雇用しない柔道整復師が柔道

整復の施術を施した場合とで，不平等が生じる旨主張する。しかしながら，

柔道整復師が医師を雇用しても，専ら柔道整復業を営んでいる場合には，当

該柔道整復師は租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯科医業を営む

個人」に該当しないのであるから，医師を雇用しないで柔道整復業を営んで

いる柔道整復師との間で，税法上の取扱いは何ら異なるものではない。なお，

柔道整復師が医師を雇用して医業全般を営んでいる場合には，当該柔道整復

師は，租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯科医業を営む個人」に

当たり，当該医師が行う柔道整復の施術もその医行為の一環として行われる

ものというべきであるから，医師を雇用しない柔道整復師が専ら柔道整復を

行う場合との間で，税法上の取扱いが異なることには合理性があるというべ

きである。したがって，いずれにしても，原告の主張は理由がない。

６ 以上によれば，柔道整復師が租税特別措置法２６条１項にいう「医業又は歯

科医業を営む個人」に当たるということはできないから，柔道整復師に租税特

別措置法２６条１項の適用があるということはできない。

このことを前提として，原告の平成１４年分から平成１６年分までの各年分

の所得税についてみると，被告が本訴において主張する別紙２「課税の根拠及

び計算」の１記載の本件各更正処分の根拠はいずれも相当であり，かつ，その

根拠に基づいて算定した原告の上記各年分の納付すべき税額は，同別紙の１

(1)カ，(2)カ及び(3)キ記載のとおりであると認められ，別紙１記載の本件各

更正処分における上記各年分の納付すべき税額と一致するから，本件各更正処
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分は，適法というべきである。

そして，本件各更正処分が適法であった場合に賦課すべき上記各年分の過少

申告加算税の額は，別紙２「課税の根拠及び計算」の２(1)ないし(3)記載のと

おりであるところ，原告は，上記各年分の所得税について，納付すべき税額を

過少に申告していたものであり，納付すべき税額を過少に申告していたことに

ついて国税通則法６５条４項に規定する正当な理由があった旨の具体的な主張

・立証もないことから，これと同額の税額を課した本件各賦課決定処分も，適

法というべきである。

７ よって，原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし，訴訟費用

の負担について，行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条を適用して，主文の

とおり判決する。

東京地方裁判所民事第２部

裁判長裁判官 岩 井 伸 晃

裁判官 本 間 健 裕

裁判官 倉 澤 守 春
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（別 紙 ２）

課 税 の 根 拠 及 び 計 算

１ 本件各更正処分の根拠及び計算

被告が，本訴において主張する原告の平成１４年分から平成１６年分までの

所得税の総所得金額及び納付すべき税額は，次のとおりである。

(1) 平成１４年分（別表１）

ア 総所得金額（別表１順号⑤） ３９６万４９８３円

上記金額は，原告の平成１４年分の事業所得の金額であり，下記(ア)の

金額から，(イ)及び(ウ)の金額を控除した金額である。

(ア) 総収入金額（別表１順号①） ９８６万２３５８円

上記金額は，原告の平成１４年分の社会保険診療報酬８５２万０９２

８円と自由診療の収入１３４万１４３０円の合計額であり，原告の平成

１４年分の所得税の確定申告書（以下「平成１４年分確定申告書」とい

う。）に記載された金額と同額である。

(イ) 原価及び経費の総額（別表１順号②） ５３４万７３７５円

上記金額は，上記(ア)の総収入金額に係る原価及び経費の額であり，

平成１４年分確定申告書に添付された青色申告決算書に記載された金額

と同額である。

(ウ) 青色申告特別控除額（別表１順号③） ５５万円

上記金額は，租税特別措置法２５条の２（平成１６年法律第１４号に

よる改正前のもの。以下同じ）の規定により算出した金額であり，平成

１４年分確定申告書に記載された金額と同額である。

なお，ここでは，原告が平成１４年分確定申告書において，事業所得の

必要経費に算入していた，社会保険診療分の経費と租税特別措置法２６条

による金額との差額（以下「措置法差額」という。）１４２万４０２１円

は，必要経費に算入していない。
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イ 所得控除の合計額（別表１順号⑥） ８１万０７７０円

上記金額は，所得控除（所得税法７２条ないし８４条及び８６条）の合

計額であり，平成１４年分確定申告書に記載された社会保険料控除，生命

保険料控除，損害保険料控除及び基礎控除の金額の合計額である。

ウ 課税される総所得金額（別表１順号⑦） ３１５万４０００円

上記金額は，所得税法８９条２項の規定に基づき，前記アの金額３９６

万４９８３円から前記イの金額８１万０７７０円を控除した金額（ただし，

国税通則法（以下「通則法」という。）１１８条１項の規定により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。

エ 差引所得税額（別表１順号⑧） ３１万５４００円

上記金額は，前記ウの金額３１５万４０００円に，所得税法８９条１項

（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する

税率を乗じて算出した金額である。

オ 定率減税額（別表１順号⑨） ６万３０８０円

上記金額は，経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法

人税の負担軽減措置に関する法律（平成１７年法律第２１号による改正前

のもの。以下「負担軽減法」という。）６条の規定により算出した金額で

ある。

カ 納付すべき税額（別表１順号⑩） ２５万２３００円

上記金額は，原告の平成１４年分の納付すべき税額であり，前記エの金

額３１万５４００円から前記オの金額６万３０８０円を差し引いた金額

（ただし，通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨

てた後のもの）である。

(2) 平成１５年分（別表２）

ア 総所得金額（別表２順号⑤） ５７３万０５５４円

上記金額は，原告の平成１５年分の事業所得の金額であり，下記(ア)の
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金額から，(イ)及び(ウ)の金額を控除した金額である。

(ア) 総収入金額（別表２順号①） １１１４万０８１２円

上記金額は，原告の平成１５年分の社会保険診療報酬９４７万３５５

２円と自由診療の収入１６６万７２６０円の合計額であり，原告の平成

１５年分の所得税の確定申告書（以下「平成１５年分確定申告書」とい

う。）に記載された金額と同額である。

(イ) 原価及び経費の総額（別表２順号②） ４８６万０２５８円

上記金額は，上記(ア)の総収入金額に係る原価及び経費の額であり，

平成１５年分確定申告書に添付された青色申告決算書に記載された金額

と同額である。

(ウ) 青色申告特別控除額（別表２順号③） ５５万円

上記金額は，租税特別措置法２５条の２の規定により算出した金額で

あり，平成１５年分確定申告書に記載された金額と同額である。

なお，原告が平成１５年分確定申告書において，事業所得の必要経費に

算入していた措置法差額２５７万８９５０円は，必要経費に算入していな

い。

イ 所得控除の合計額（別表２順号⑥） ７４万１６００円

上記金額は，所得控除（所得税法７２条ないし８４条及び８６条）の合

計額であり，平成１５年分確定申告書に記載された社会保険料控除，生命

保険料控除，損害保険料控除及び基礎控除の金額の合計額である。

ウ 課税される総所得金額（別表２順号⑦） ４９８万８０００円

上記金額は，所得税法８９条２項の規定に基づき，前記アの金額５７３

万０５５４円から前記イの金額７４万１６００円を控除した金額（ただし，

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の

もの）である。

エ 差引所得税額（別表２順号⑧） ６６万７６００円
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上記金額は，前記ウの金額４９８万８０００円に，所得税法８９条１項

に規定する税率を乗じて算出した金額である。

オ 定率減税額（別表２順号⑨） １３万３５２０円

上記金額は，負担軽減法６条の規定により算出した金額である。

カ 納付すべき税額（別表２順号⑩） ５３万４０００円

上記金額は，原告の平成１５年分の納付すべき税額であり，前記エの金

額６６万７６００円から前記オの金額１３万３５２０円を差し引いた金額

（ただし，通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨

てた後のもの）である。

(3) 平成１６年分（別表３）

ア 総所得金額（別表３順号⑤） ６７２万９０５２円

上記金額は，原告の平成１６年分の事業所得の金額であり，下記(ア)の

金額から，(イ)及び(ウ)の金額を控除した金額である。

(ア) 総収入金額（別表３順号①） １１２７万７０３２円

上記金額は，原告の平成１６年分の社会保険診療報酬１０１４万７７

６２円と自由診療の収入１１２万９２７０円の合計額であり，原告の平

成１６年分の所得税の確定申告書（以下「平成１６年分確定申告書」と

いう。）に記載された金額と同額である。

(イ) 原価及び経費の総額（別表３順号②） ３９９万７９８０円

上記金額は，上記(ア)の総収入金額に係る原価及び経費の額であり，

平成１６年分確定申告書に添付された青色申告決算書に記載された金額

と同額である。

(ウ) 青色申告特別控除額（別表３順号③） ５５万円

上記金額は，租税特別措置法２５条の２の規定により算出した金額で

あり，平成１６年分確定申告書に記載された金額と同額である。

なお，原告が平成１６年分確定申告書において，事業所得の必要経費に
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算入していた措置法差額３５８万３２４０円は，必要経費に算入していな

い。

イ 所得控除の合計額（別表３順号⑥） ８４万１０００円

上記金額は，所得控除（所得税法７２条ないし８４条及び８６条）の合

計額であり，平成１６年分確定申告書に記載された社会保険料控除，生命

保険料控除及び基礎控除の金額の合計額である。

ウ 課税される総所得金額（別表３順号⑦） ５８８万８０００円

上記金額は，所得税法８９条２項の規定に基づき，前記アの金額６７２

万９０５２円から前記イの金額８４万１０００円を控除した金額（ただし，

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の

もの）である。

エ 差引所得税額（別表３順号⑧） ８４万７６００円

上記金額は，前記ウの金額５８８万８０００円に，所得税法８９条１項

に規定する税率を乗じて算出した金額である。

オ 定率減税額（別表３順号⑨） １６万９５２０円

上記金額は，負担軽減法６条の規定により算出した金額である。

カ 予定納税額（別表３順号⑩） １２万８４００円

上記金額は，平成１６年分確定申告書に記載された予定納税額である。

キ 納付すべき税額（別表３順号⑪） ５４万９６００円

上記金額は，原告の平成１６年分の納付すべき税額であり，前記エの金

額８４万７６００円から前記オの金額１６万９５２０円及び前記カの金額

１２万８４００円を差し引いた金額（ただし，通則法１１９条１項の規定

により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。

２ 本件各賦課決定処分の根拠及び計算

原告に課されるべき過少申告加算税の額は，原告が本件各更正処分により新

たに納付すべきこととなった税額（通則法１１８条３項の規定により１万円未
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満の端数を切り捨てた後の金額。以下同じ。）を基礎として，通則法６５条の

規定に基づき算出した次の(1)ないし(3)のとおりである。

(1) 平成１４年分 １万１０００

円

上記金額は，平成１４年分の所得税の更正処分により，原告が新たに納付

すべきこととなった税額１１万円（当該更正処分に係る納付すべき税額２５

万２３００円から確定申告に係る納付すべき税額１３万８４００円を控除し

た額）に，通則法６５条１項の規定に基づき，１００分の１０の割合を乗じ

て計算した金額である。

(2) 平成１５年分 ３万４０００

円

上記金額は，平成１５年分の所得税の更正処分により，原告が新たに納付

すべきこととなった税額３４万円（当該更正処分に係る納付すべき税額５３

万４０００円から確定申告に係る納付すべき税額１９万２８００円を控除し

た額）に，通則法６５条１項の規定に基づき，１００分の１０の割合を乗じ

て計算した金額である。

(3) 平成１６年分 ４万９０００

円

上記金額は，平成１６年分の所得税の更正処分により，原告が新たに納付

すべきこととなった税額４９万円（当該更正処分に係る納付すべき税額５４

万９６００円から確定申告に係る納付すべき税額５万５９００円を控除した

額）に，通則法６５条１項の規定に基づき，１００分の１０の割合を乗じて

計算した金額である。


